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本研究では，社会的ネットワーク及び交通ネットワークの構造が都市空間上における主体の交通・コミュニ
ケーション行動に及ぼす影響を分析するための理論的枠組みを構築する．具体的には，多起点・多終点を持つ
一般的な交通ネットワークの下，社会的ネットワーク上でつながり（リンク）を持つ主体同士が対面コミュニ
ケーションを通じて知識や情報，アイディアの交換及び創造を行う状況を想定し，システム全体としての均衡
における主体間のコミュニケーション水準を解析的に導出する．その上で，交通混雑を考慮したモデルへと拡
張し，両ネットワークの位相幾何学的構造とコミュニケーション行動の関係について分析を行う．また，厚生分
析により均衡におけるコミュニケーション水準が非効率的であることを示し，最善政策・代替的政策案につい
て検討を行う．

Key Words : social network, transportation network, traffic congestion, spatial interaction, social ex-
ternality

1. はじめに

近年，社会システム全体が大きな変貌を遂げようと
している．あらたに姿を現しつつある社会は知識社会
と呼ばれ，人々が有する知識やアイディアが都市・地
域社会の発展のための原動力であるとされる1)．このよ
うな変革は，情報・通信技術の進展に支えられている
ところも大きいが，特に重要なのは多様な主体間のコ
ミュニケーションを通じた創造的活動であり，これは
ビジネス，科学，文化，芸術，教育といったあらゆる
分野において高度な知識や技能を持つ主体間で起こる
相乗的な現象に他ならない．コミュニケーションを通
じた創造的活動においては，知識・情報の蓄積（ストッ
ク）もさることながら，それらの流れ（フロー）が大
きな役割を果たしている．知識・情報が偏在し，また，
相互のやり取りが不十分であれば，相乗的効果は期待
できない．これに対し，活発な相互交流が行われる社
会は，創造性に富み，成長力を持つ．

都市社会において行われる相互交流の水準は，距離
に関する 2つの概念に依存して決まる．1つは地理的距
離であり，いま 1つは社会的距離である．相互にやり
取りされる知識・情報が高度になれば，対面コミュニ
ケーション（face-to-face communication）がそれらを
運ぶ重要な手段となる．対面によるコミュニケーション
は交通を伴うため，必然的にその水準は地理的距離に

依存する．地理的距離は人々や企業といった主体の空
間的配置（立地状況）とそれを取り巻く交通環境（交
通ネットワーク）によって決まる．一方，社会的距離
とは，相互の信頼性や必要性，関連性の程度を指す概
念である．特に，複雑に入り組んだ主体間の関連性を
グラフを用いて表現した社会的ネットワークは，社会
学や人類学，組織論等といった幅広い学問分野におい
て様々なレベルでの行為主体間の相互依存関係を理解
する上で有益な枠組みを提供している2),3)．地理的距離
と社会的距離は，人々や企業の行動選択を通じて互い
に作用を及ぼし合いながら都市社会の有り様を決定づ
ける．小林4)はこの点に着目し，「知識社会における都
市の将来は，『人的ネットワークと物的ネットワークの
間の協同効果をいかに形成するか』という都市開発戦
略に依存している」と指摘している．しかし，社会的
ネットワークと交通ネットワークの相互関係は未だ十
分に明らかにされておらず，理論的に解明を行うため
の基礎的枠組みを構築する必要がある．

本研究の目的は，社会的外部性を伴う対面コミュニ
ケーションと空間経済システムの関係を社会的ネット
ワークの観点から理論的に明らかにすることである．本
稿では，その第一段階として，社会的ネットワーク上
でつながり（リンク）を持つ主体どうしが対面コミュ
ニケーションを通じて情報や知識，アイディアの交換
及び創造（知識生産活動）を行う状況を想定し，シス
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テム全体としての均衡における主体間のコミュニケー
ション水準と社会的ネットワーク及び交通ネットワー
クの構造とを繋ぐ理論的枠組みを提示する．
本論文の構成は，以下の通りである．2章では，関連

する既往研究のレビューを行ったのち，本研究の位置
づけと意義について述べる．3章では，地理的環境と社
会的ネットワークの重層的な構造をモデル化した上で
各主体のコミュニケーション行動を効用最大化問題と
して定式化し，均衡解における交流水準が社会的ネッ
トワークの中心性指標に準ずる形で示されることを示
す．さらに，社会的ネットワーク及び交通ネットワーク
の位相幾何学的構造と均衡における対面交流量との関
係を明らかにする．4章では，交通混雑を考慮したモデ
ルへと拡張し，交通混雑が全体におけるコミュニケー
ション活動の水準を低下させるものの，中心的主体へ
のコミュニケーションの集積度を高めることを数値計
算例によって示す．5章では，コミュニケーション活動
に介在する外部性及び混雑外部性を内部化した社会的
最適解を導出し，その性質を明らかにする．最後に，6
章にまとめと今後の展望を述べる．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既往研究
都市経済学分野において，経済主体間の相互交流は

都市の存在5)・構造6)・成長7)の主要因であると指摘さ
れている．Beckmannは，都市において住民が交流を
行うために互いを 1度ずつ訪問し合う状況を想定する
ことによって都心が内生的に形成される様子をモデル
化した先駆的な研究である．その後も経済活動の空間
的集積現象を対象とした研究8)−10)が数多く行われてい
るものの，社会的距離に着目した研究の蓄積はほとん
どない．
交通行動分析の分野において，従前の方法論的個人

主義の立場を越えて，社会的相互作用を明示的に考慮
した分析アプローチがいくつか提案されている11)−13)．
小林ら11)は，ミーティング過程に付随する混雑現象と
市場薄現象という 2つの外部不経済性を考慮した対面
コミュニケーション過程をモデル化し，交通施設整備
がミーティング均衡に及ぼす影響を分析している．ま
た，井料ら14)は OD交通需要モデリングに社会的ネッ
トワークとゲーム理論を応用し，交通の目的地が多人
数によるミーティングが開催される場所として内生的
に決定される枠組みを提案している．いずれの研究に
おいても，コミュニケーションを通じて相互に与える
影響については個人間で同質であるという仮定が置か
れており，異質な主体間での相互作用は考慮できてい
ない．実際には，ある個人が誰とつながっているかや

何人とつながっているかによってその主体が有する情
報・知識の量や質は異なる．すなわち，社会的ネット
ワークにおける主体の位置関係は主体間に異質性を付
与し，交流行動の選択に影響を及ぼす．
社会的ネットワークにおける主体の位置とその合理
的な行動選択とを関連づけた既存研究には Ballester et
al.15)がある．これは任意の構造を持つネットワーク内
における相互依存関係を分析するための均衡モデルを
提案するものであり，社会的ネットワークを対象とした
応用的研究への可能性を開いた．Helsley & Zenou 16)

は，Ballester et al.に物理的空間を導入し，都市への訪
問行動および立地選択を社会的ネットワークの観点か
ら分析している．ただし，分析対象は，都市（the city）
と郊外（the periphery）からなる 2地域に留まってい
るため，交通環境がもつネットワークとしての特性は
捨象されており，上述の目的を達成するのに十分な枠
組みであるとは言えない．

(2) 本研究の位置づけと意義
本研究では，Helsley & Zenouモデルを多起点・多終
点によって構成される任意の交通ネットワークをもつ
多地点モデルへ発展させ，社会的ネットワーク及び交
通ネットワークの位相幾何学的構造が主体の交通・コ
ミュニケーション活動に及ぼす影響について分析を行
う．さらに，交通混雑を考慮した拡張モデルにおいて，
均衡解と社会的最適解の関係を明らかにする．本稿で
提示する理論的枠組みは，交通需要予測に直接的に適
用することを目的とするものではないが，重力モデル
といった既存の空間相互作用モデルに対して，社会的
距離概念という新しい視座を提供するものであるとい
える．また，昨今では企業間取引の膨大なデータを用
い，企業間取引ネットワークと産業集積の関係に着目
した実証研究も既に報告されている17)．提案モデルは，
こうした実証的アプローチに対して理論的な基礎を与
え得るものであり，社会的ネットワークと都市・地域の
空間構造との関係の解明へつながる基礎的研究とも位
置付けられる．本稿内で示す数値例は，こうした本研
究の位置付けと方向性を反映するものである．
なお，相互交流の手段には交通の他に通信があり，昨
今の情報通信技術の発展に伴ってその役割は大きなも
のとなっている．そうした中，「通信が交通を代替する
か，補完するか」という問題を扱った研究はこれまで
も数多く報告されており，両者は必ずしも代替的では
なく，補完的となる可能性が示されている（例えば，文
（1992）18)，塚井・奥村（2000）19)，今川（2001）20)）．
その上で，今川（2001）は，「距離や場所の制約を解き
放つ ITが普及する中で，逆に人口や経済活動の都市へ
の集積が加速するという，ITと都市に関する『集積の
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図–1 例：社会的ネットワーク g = 〈{1, 2, 3}, {12, 13}〉

パラドックス』が観察されている」と述べ，情報通信
技術の進展が（都市レベルにおいて）フェイス・ツー・
フェイス・コミュニケーションの重要性を増加させてい
ると指摘している．なお，本研究では，これら既往研
究と基本的に同じ立場をとることとするものの，空間
的側面に議論の焦点を絞るため，コミュニケーション
手段の選択は扱わないこととする．

3. 基本モデル

(1) 環境設定
n (≥ 2) 人の主体によって構成される集合 N =

{1, ..., n} を考える．主体をノード，主体間のつなが
りをリンクとする社会的ネットワーク g を隣接行列
G = [gij ] を用いて表現する．ただし，隣接行列の要
素 gij (i, j ∈ N)は，主体 iと j の間にリンクが存在す
る場合 1を，存在しない場合 0を取る．すなわち，

gij =

1 (if agents i and j are directly connected)

0 (otherwise)

である．なお，コミュニケーションは双方向的に行わ
れるものとし，gij = 1であれば gji = 1であるとする．
また，gii = 0とする．したがって，Gは，対角成分に
0を持つ (0, 1)対称行列である．なお，gij = gji = 1を
満たす主体 ijのペア（リンク）の集合をEとし，社会
的ネットワーク gを g = 〈N, E〉と表す．
例えば，図–1のような社会的ネットワーク gであれ

ば，対応する隣接行列Gは次のようになる．

G =

0 1 1
1 0 0
1 0 0


地理的環境は，m個の地点（もしくは，ゾーン）お

よびそれらを結ぶ交通リンクから構成される．n人の主
体はそれぞれ地点 1, · · · ,mのいずれかに立地しており，
主体 iの立地点を xiと表すことにすると，各主体の立地
点 x = {x1, ..., xn}は外生的に与えられるものとする．
主体の立地状況は，n×m行列X = [x̃h

i ] (h = 1, ..., m)
によって表される．ただし，

x̃h
i =

1 (if xi = h)

0 (otherwise)

である．社会的ネットワーク上でリンクを持つ 2主体
間の立地点の対応関係を行列 L = [lhh′

ij ] (gij = 1)を用
いて表す．ここで，要素 lhh′

ij は，主体 i, jのペアについ
てそれぞれの立地点が h, h′であるときに 1をとり，そ
れ以外は 0をとる．

lhh′

ij =

1 (if gij = 1 and x̃h
i = x̃h′

j = 1)

0 (otherwise)

基本モデルにおいては，交通ネットワーク r に混雑は
発生せず，各 ODペアついて，それぞれ最短経路が利
用されるとする．ODペア hh′に対応する最短経路 hh′

にリンク ξ が含まれているか否かをパス・リンクイン
シデンス行列R = [rξ

hh′ ]を用いて表現する．要素 rξ
hh′

は，

rξ
hh′ =


1 (if the link ξ is included

in the path from h to h′)

0 (otherwise)

を満たす．リンク ξ(= a, b, ..., Ξ)の利用に要する訪問 1
回あたりの交通費用を tξ とし，tξ を要素にもつ Ξ次元
対角行列を Tで表す．

主体は，社会的ネットワークにおいて占める位置に
よって，相異なる性質を持つ存在となる．さらに，本研
究では上述の設定を用いて多様な交通ネットワークを
表現することができるため，各主体は交通ネットワー
ク上の立地点によって生じる異質性も有する．すなわ
ち，主体は両ネットワークにおいてそれぞれが占める
位置によって互いに異質なノードとなる．以上の設定
より，主体間の地理的距離と社会的距離を同時に考慮
した分析が可能となる．

(2) 交通・コミュニケーション行動の定式化

主体は合成財の消費とともに，社会的ネットワーク
上でつながり（リンク）をもつ他者を訪問し，コミュニ
ケーションを行うことによって効用を得るものとする．
主体 i ∈ N の効用 Uiは，以下の準線形効用関数を用い
て表す．

Ui(vi,v−i, g,x, r) = zi + ui(vi,v−i, g) (1)

ziは合成財の消費量を表す．viは主体 iによる主体 jへ
の訪問回数（もしくは，頻度）vij (for each j = 1, ..., n)
を集合的に表し，v−iは {v1, ...,vi−1,vi+1, ...,vn}の集
合を意味する．なお，ここでは交流相手への訪問回数
をコミュニケーション水準の近似的指標として扱うこ
ととする．コミュニケーションから得られる部分効用
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を 2次形式の効用関数：

ui(vi,v−i, g) = α
n∑

k=1

gikvik − 1
2

n∑
k=1

gikv2
ik

+ θ
n∑

k=1

[
gikvik

n∑
l=1

gklvkl

]
(2)

と表す（上記効用関数の代替的な定式化については，付
録 Iで検討する）．ただし，α, θ はパラメータであり，
いずれも正の値をとるものとする．第一項・第二項より，
部分効用関数 ui は強凸性を有する（∂2Ui/(∂v2

ik) < 0）
ことから，主体はコミュニケーション相手に関する多
様性選好（より多くの異なる相手と交流することでよ
り高い満足を得る性質）を持つ．第三項はコミュニケー
ションを通じた主体間の相互依存関係を表しており，θ

はその強度を表すパラメータである．社会的ネットワー
ク上でリンクを持つ主体の組 i, j (gij = 1) について，
主体 iが jとのコミュニケーションによって得られる効
用は，主体 i自身の j に対するコミュニケーション水
準 vij 及び，当該の交流相手である jの総コミュニケー
ション水準 vj =

∑
l vjl に依存して決まる．具体的に

は，コミュニケーションを通じた社会的外部効果とし
て，交流相手が自分以外の主体ともより活発にコミュ
ニケーションを行えば，その相手とのコミュニケーショ
ンによる限界的な効用が増加するという戦略的補完関
係 (∂2Ui/(∂vik · ∂vkl) = θ > 0 (for gik = gkl = 1)）
の存在を仮定している．第三項は，他者とのコミュニ
ケーション活動を活発に行う主体には様々な知識や情
報が集積し，その結果，そうした主体は交流相手に対
して質の高いコミュニケーションの機会を提供すると
いうことを表現している．なお，コミュニケーションを
通じた相互依存関係には様々な形態が存在し，これま
でも多くのモデルが提案されている (例えば，ミーティ
ングの形成過程を分析した小林11)や技術・アイディア
の伝播過程に着目した Jovanovic & Rob21)，知識創造
過程を扱った Berliant & Fujita22)など)．本研究では，
社会的ネットワーク上で行われるコミュニケーション
活動の性質に着目するため，コミュニケーション過程
の詳細なモデル化は行わず，Helsley & Zenouによって
提案された極めて簡潔なモデルを採用した．Helsley &
Zenouモデルからの変更は，2地点のモデルを多地点に
し，それに伴って効用関数形（式 (2)を，相互交流の方
向性を明示する形に改めた点である．
主体 i(∈ N) は，社会的ネットワーク構造 g，交通

ネットワーク R = [rξ
hh′ ], 各主体の立地点の対応関係

L = [lhh′

ij ] ならびに他主体の対面コミュニケーション
需要 vjk (∀j, k = 1,…, n, j 6= i) を与件として，自ら
の効用 Ui を最大とするように合成財消費量 zi と主体
j (∈ N) との対面コミュニケーション需要 vij を決定

する．

max
vi,z

Ui(vi,v−i, g,x, r) (3)

subject to

yi = zi + pf

n∑
k=1

vik +
n∑

k=1

vik · τik (4)

式 (4)は予算制約式であり，pf (α > pf > 0)は単位訪
問あたりの対面コミュニケーションに要する費用を表す
パラメータ，τik は主体 iが主体 kを訪問する際の，交
通ネットワーク r上の交通費用を表し，

τik =
Ξ∑

ξ=a

tξ

m∑
h=1

m∑
h′=1

lhh′

ik rξ
hh′ (5)

により得られる．また，これらは (α−pf ) > τik (∀ik =
11, 12, ..., nn)を満たす．なお，本モデルでは pf は一定
であるとし，時間制約は無視できる状況を想定する．

(3) Nash均衡解
各主体は，他の主体の行動を与件として効用最大化
行動を行う．式 (3), (4)として定式化された最適化問題
の均衡解が満たす最適性条件は以下のように得られる．

∂Ui

∂vij
· vij = 0 (6)

∂Ui

∂vij
= gij

(
α − vij + θ

n∑
l=1

gjlvjl

)
− pf − τij

≤ 0 (j = 1, 2, ..., n) (7)

vij ≥ 0 (8)

式 (7)より，gij = 1のときの他主体の対面コミュニ
ケーション需要 vjk (∀j, k = 1,…, n, j 6= i) に対する主
体 iの最適応答関数は，

vij = −pf − τij + α + θ
n∑

l=1

gjlvjl (9)

と表すことができる．一方，gij = 0のとき，∂Ui/∂vij =
−pf − τij < 0であるから vij = 0となる．社会的ネッ
トワーク上でリンクを持つ (gij = 1)主体 i, j の組全て
について式 (9)を導き，連立 1次方程式を vij について
解けば，対面コミュニケーション需要のNash均衡解を
求めることができる．
ここで，リンク同士の隣接関係を表す変数を次のよ
うに定義する．

ĝij,kl =

gij × gkl (if j = k)

0 (otherwise)

その上で，gij = gkl = 1 を満足するリンクの
組 ij,kl に関する ĝij,kl のみを要素とする行列 Ĝ =
[ĝij,kl] (∀i, j, k, l ∈ N) を考える．Ĝ は，社会的ネッ
トワーク g においてノードをリンクとして，リンクを
ノードとして描き直したネットワーク ĝ の隣接行列で
あり，主体間の社会的相互作用がリンクを通じて波及す
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図–2 ネットワーク ĝ の例 (n = 3)（円の中の数字は主体の
ペアを表す）

る様子を表す．例えば，前出の社会的ネットワーク（図
–1）において，ノードをリンクとして，リンクをノー
ドとして描き直したネットワーク ĝは図–2のように表
すことができ，リンクベースの隣接行列 Ĝは，

12 13 21 31

Ĝ =

12

13

21

31


0 0 1 0
0 0 0 1
1 1 0 0
1 1 0 0

 (10)

となる．
いま，式 (9)を行列形式で表せば，

(α − pf )1 − τ − v + θĜv = 0 (11)

となる．0および 1はそれぞれすべての成分が 0, 1で
ある列ベクトルである．ここで，式 (11)を vについて
解くと，θが十分に小さい（θρ(Ĝ) < 1が成立する）と
き，行列 I − θĜは正則であるので Nash均衡解 v∗ が
唯一の内点解として得られる．

v∗ = [I − θĜ]−1 · {(α − pf )1 − τ} (12)

さらに，Nash均衡における対面コミュニケーション需
要 v∗

ij は，

v∗ij(x, ĝ) =
n∑

k=1

n∑
l=1

+∞∑
γ=0

θγ ĝ
[γ]
ij,kl · αkl

= bαij (ĝ, θ) (13)

と表すことができる．ただし，αkl = α−pf − τkl (> 0)
とし，主体 k, l 間の地理的近接性を反映した定数であ
る．θ > 0, g

[γ]
ij,kl ≥ 0, αkl > 0より解の非負性（vij ≥ 0）

が保証される．式 (12)は，対面コミュニケーション需
要の均衡水準 v∗が，社会的ネットワーク及び交通ネッ
トワークのそれぞれにおける主体の位置関係に依存し
て決まることを示している．具体的には，均衡におけ
る v∗ij がリンクベースの隣接行列 Ĝの下で，地理的近
接性を加味した有向リンク ij の Bonacich中心性に準
拠する形で求まる．なお，Bonacich中心性の詳細につ
いては付録 IIを，均衡解の安定性については付録 III

を参照されたい．以上を命題として整理する．

命題 1

任意のネットワーク gおよび十分に小さい (θρ(Ĝ) < 1
を満たす) θに対して，対面コミュニケーション需要は

唯一の内生的な Nash 均衡解として求まる．均衡水準
における主体 iから j (i, j ∈ N, i 6= j)のコミュニケー
ション需要量 v∗

ij は，リンクベースの隣接行列 Ĝの下
で，地理的近接性によって重み付けされた有向リンク
ij の Bonacich中心性 bαij (ĝ, θ)と等しい．

また，主体 iの総対面コミュニケーション需要は，

V ∗
i (xi,x−i, g) =

n∑
j=1

v∗ij(xi,x−i, ĝ) (14)

=
n∑

j=1

bαij (ĝ, θ)

と表される．さらに 1階条件式 (7)を用いて，均衡にお
ける効用水準は次のように表せる（付録 IV参照）．

U∗
i (v∗ij , g) = y +

1
2

n∑
j=1

gijv
∗2
ij (15)

= y +
1
2

n∑
j=1

[
bαij

(ĝ, θ)
]2

式 (15)より，主体 iの均衡効用水準が所得と i自身の
コミュニケーション需要（iを起点とする有向リンクの
Bonacich中心性）のみによって表現される．さらに，本
モデルでは，コミュニケーションは主体間の相互訪問
によって実現するため必然的に交通を伴う．均衡とし
て決定されたコミュニケーション需要 v∗

ij をODペアご
と／交通リンクごとに集計することにより，それぞれ
OD交通量 vod ／リンク交通量 vξ をそれぞれ以下のよ
うに表すことができる（o, dは地点 1, ...,mのいずれか
に対応し，o 6= dとする）．

vod =
n∑

i=1

n∑
j=1

lod
ij v∗ij (16)

vξ =
n∑

i=1

n∑
j=1

τijv
∗
ij (17)

以上の成果は，2地域のみを対象としたHelsley&Zenou
と基本的には同様であるが，コミュニケーションの“相
手”を明示的にモデル化し，多起点・多終点を対象とし
た一般的な交通ネットワークを考慮できる枠組みに拡
張した点が本研究の貢献である．
本章で得た結果を，図–1 に示した n = 3 の社会的
ネットワークに適用して例示する．リンクベースの隣
接行列 Ĝは，式 (10)に示した通りである．
交通ネットワークは 3地点・2リンクからなり，主体

1が地点 1，主体 2が地点 2，主体 3が地点 3にそれぞ
れ立地するとする（図–3）．

τ は τ = LRtによって計算され（本ケースの地理的
環境に対応する行列X,LおよびRは，付録Vに具体
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図–3 交通ネットワーク r の例 (m = 3)

的に示した），

τ =


τ12

τ13

τ21

τ31

 =


ta

ta + tb

ta

ta + tb

 (18)

となる．地理的近接性を表す指標となる αij は，これ
を用いて αij = α− pf − τij によって与えられる．これ
らを用いて，式 (12)によって得られる交通・コミュニ
ケーション需要 v∗ は下のように計算される．

v∗
12

v∗
13

v∗
21

v∗
31

 =


bα12(ĝ, θ)
bα13(ĝ, θ)
bα21(ĝ, θ)
bα31(ĝ, θ)



=
1

1−2θ2


1 − θ2 θ2 θ − θ3 θ3

θ2 1 − θ2 θ3 θ − θ3

θ θ 1 − θ2 θ2

θ θ θ2 1 − θ2

·


α12

α13

α21

α31



=
1

1−2θ2


(1 + θ)(α − pf − ta − θ2tb)

(1 + θ){α − pf − ta − (1 − θ2)tb}
(1 + 2θ)(α − pf − ta) − (θ + θ2)tb

(1 + 2θ)(α − pf − ta) − (1+θ−θ2)tb


(19)

式 (19)より，相互訪問に交通リンク bを要さない 2
主体：1- 2間のコミュニケーション水準に対しても，地
点間交通費用 tbが作用することがわかる．tbの低下は
直接的に v13 や v31 を増大させる．その上 v13 の増加
が，戦略的補完性の効果により交通リンク bを利用し
ない v21 の限界効用（α21 − v21 + θ

∑
l g1lv1l）を高め

るため，tbの低下は v21を間接的に増加させる．更に，
その効果は v12 を増加させるといった具合に伝播して
いく．本ケースにおける逆行列 [I−θĜ]−1の存在条件：
θ < 1/

√
2（詳細は付録 II参照）の下では，v∗12 > v∗

13,
v∗
21 > v∗

31は明らかである．互いに近接立地している前
者の方が活発なコミュニケーションを行うことを示唆
している．

(4) ネットワークと均衡交流水準
本節では，社会的ネットワーク及び交通ネットワーク

の特性変化が均衡における交通・コミュニケーション水
準と厚生に及ぼす影響について解析を行う．まず，社会

的ネットワークの成長が及ぼす影響について考察する．
ここで，社会的ネットワークの成長とは，既存の社会的
ネットワーク g = 〈N, E〉が gを部分ネットワークとす
るネットワーク g′ = 〈N ′, E′〉 (N ′ ⊇ N かつ E′ ⊃ E)
へと変化することである．このとき，社会的ネットワー
ク g の成長の影響は，直接的に関係のある主体のみな
らず，ネットワーク全体へと波及し，任意の主体 i, j間
において以下の関係が常に成立することとなる（証明
は付録VIを参照）．

v∗ij(g) < v∗
ij(g

′) (20)

また，式 (15)より，主体 iの厚生は i自身のコミュニ
ケーション需要の総和を用いて表現されることから，

U∗
i (g) < U∗

i (g′) (21)

が成立する．次に，コミュニケーションを通じた主体間
の相互作用の強度を表すパラメータ θ に着目する．式
(13)より，θの増加は任意の主体 i, j間の均衡における
対面コミュニケーション需要 v∗ij の増加をもたらす．ま
た，その場合には式 (15)より任意の主体 iについて均
衡効用水準U∗

i は増加することがわかる．以上を命題と
してまとめる．

命題 2

社会的ネットワークの成長及びコミュニケーション
を通じた主体間の相互作用の強度 (パラメータ θ)の増
加はともに，任意の主体間の均衡における対面コミュ
ニケーション需要 v∗

ij を増加させ，その結果として全て
の主体について厚生の改善をもたらす．

続いて，交通ネットワーク整備が及ぼす影響につい
て考察する．交通ネットワーク整備には，新たな交通
リンクの新設と既存リンクの拡幅などによる交通費用
の低下の 2通りがある．交通ネットワーク r に交通リ
ンクが新設され，r′(⊃ r)へと変化したとする．これに
より，gij = 1を満たす少なくとも 1組の主体のペアに
ついて，最短経路が変更となる（交通費用が減少する）
ならば，以下が成立する．

v∗
ij(r) < v∗

ij(r
′) ∀i, j ∈ n (22)

U∗
i (r) < U∗

i (r′) ∀i ∈ n (23)

同様に，既存リンク整備によって t′ < t（t′ξ ≤ tξ を満
たす tξが少なくとも一つ存在する）となり，gij = 1を
満たす少なくとも 1組の主体のペアについて交通費用
が減少するならば，

v∗ij(t) < v∗
ij(t

′) ∀i, j ∈ n (24)

U∗
i (t) < U∗

i (t′) ∀i ∈ n (25)

が成立する．すなわち，交通ネットワーク整備の効果
は，交通費用の低下による直接的な効果に加え，誘発
されたコミュニケーション需要が相補的に作用するこ
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図–4 Social Network

とによって社会的ネットワーク全体に波及する形で発
現することがわかる．以上より，次に示す命題を得る．

命題 3

交通ネットワーク整備によって gij = 1を満たす少
なくとも 1組の主体のペアについて交通費用が減少す
るならば，任意の主体間の均衡における対面コミュニ
ケーション需要 v∗

ij は増加し，その結果として全ての主
体について厚生が改善する．

ただし，ここでの議論において整備費用は考慮してい
ない．また，時間制約が無視できない場合，これらの命
題は必ずしも成立しない．具体的には，相手を訪問す
る側はより限界効用の高い相手を選んで訪問すること
により効用が上昇するが，訪問を受ける側は相手が訪
問を取りやめた場合に効用が減少する．社会的ネット
ワークの成長や交通ネットワークの整備がある主体の
厚生を改善するか否かは，これらの兼ね合いによって
決まる．以上の現象を詳しく分析するためには付録 II

に示す枠組の下，時間制約を考慮したモデルを構築す
る必要がある．

(5) 数値例 1-1：交通ネットワーク構造と均衡交流水準
交通ネットワーク構造が，均衡における対面コミュニ

ケーション水準にどのように影響しているのかを，数
値計算により調べる．
社会的ネットワークが図–4のようなネットワークで

ある場合に，図–5に示したそれぞれの交通ネットワー
ク TN1- TN3に対して，均衡水準における交通-コミュ
ニケーション分布，リンク交通量および厚生を比較す
る．図–5において TN 1は tandem型，TN 2は tree
型，TN 3は star型の交通ネットワークであり，いず
れのネットワークにおいても各 ODペア間の最短経路
は一意に決まる．なお，各パラメータの値には y = 5,

α = 1, pf = 0.01, θ = 0.15, tξ = 0.165 (∀ξ = a, ..., d)
を用いた．
表–1 は，交通ネットワーク TN 1, TN 2, TN 3 の

それぞれのケースにおいて，主体 iが j を訪問する対
面コミュニケーション水準 vij を示している．隣の列の
Vi(=

∑5
j=1 vij)は各主体が他のすべての主体と行う対

!!
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図–5 交通ネットワーク TN 1- TN 3

表–1 交通ネットワーク構造とコミュニケーション需要およ
び社会厚生

TN 1 TN 2 TN 3

Vi Vi Vii j vij
( Ui )

vij
( Ui )

vij
( Ui )

2 1.48 1.49 1.47
3 1.48 5.44 1.28 5.67 1.47 5.901
4 1.24 (8.72) 1.44 (9.03) 1.47 (9.35)
5 1.24 1.47 1.47

1 1.64 1.68 1.71
3 1.31 4.36 1.44 4.42 1.31 4.332
4 0 (8.20) 0 (8.29) 0 (8.12)
5 1.41 1.30 1.31

1 1.64 1.51 1.71
2 1.31 4.36 1.49 4.11 1.31 4.333
4 1.41 (8.20) 1.11 (7.86) 1.31 (8.12)
5 0 0 0

1 1.48 1.68 1.71
2 0 3.86 0 4.09 0 4.334
3 1.48 (7.60) 1.11 (7.87) 1.31 (8.12)
5 0.91 1.30 1.31

1 1.48 1.68 1.71
2 1.48 3.86 1.32 4.27 1.31 4.335
3 0 (7.60) 0 (8.09) 0 (8.12)
4 0.91 1.27 1.31

V 21.88 22.55 23.21
(SW ) (40.31) (41.13) (42.05)

表–2 交通ネットワーク構造とリンク交通量 vξ

ξ TN 1 TN 2 TN 3

a 10.28 10.79 8.42

b 7.42 7.93 8.42

c 7.42 7.91 8.42

d 10.28 8.34 8.42
Pd

ξ=a vξ 35.40 34.97 33.68

面コミュニケーション水準，同列の括弧内の数値は主
体 iの得る効用水準を表す．最下行の V (=

∑5
i=1 Vi)は

全主体の交流量の総和，SW (=
∑5

i=1 Ui)は社会厚生で
ある．
この数値計算結果より，社会全体における交流水準

V が高い場合は，社会厚生水準 SW も高い水準である
ことが確認できる．主体ごとの交流水準 Viと効用Uiに
ついても同様の関係が概ね成立している．また，いず
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れの交通ネットワークの場合でも，社会的ネットワー
ク・交通ネットワークの両方において中心的な位置に
いる主体 1が多くのコミュニケーションを行っている．
他の主体についても，主体 1を訪問する水準は他の主
体への訪問の水準と比較して高く，社会的ネットワー
ク上で中心的な主体のもとにコミュニケーションが集
中することが確認できる．
表–2は，TN 1, TN 2, TN 3の各ケースについて，リ

ンク交通量 vξ(ξ = a, b, c, d)を示したものである．リン
ク交通量の総量は，交通ネットワークの位相幾何学的
構造に依存している．TN 3では，ネットワーク全体に
おいて，最大で 2本の交通リンクを経由するだけで相
互訪問が可能である構造を有しており，社会全体の対
面コミュニケーション水準 V および社会厚生 SW につ
いて最も高い水準が達成されている．

4. 交通混雑を考慮した拡張モデル

(1) 交通混雑のモデリング
主体 iが主体 k を訪問する際の交通費用は，リンク

コストに関する定数係数 tξ(ξ = a, b, ..., Ξ)を用いて

vik · τik = vik ·
Ξ∑

ξ=a

tξ

m∑
h=1

m∑
h′=1

lhh′

ik rξ
hh′ (26)

によって表された．ここで pξ
ij =

∑m
h=1

∑m
h′=1 lhh′

ij rξ
hh′

とおくと，pξ
ijは，2主体 i, jの立地点間を結ぶ経路にリ

ンク ξが含まれている（pξ
ij = 1）か否（pξ

ij = 0）かを
意味し，P = LRによって計算される行列Pの要素と
して得られる．交通混雑を考慮する場合の各交通リン
クのリンクコストが交通量の 2次関数で表されるもの
とし，上述の交通費用を次式で置き換えることとする．

vik · τik(v) = vik ·
Ξ∑

ξ=a

pikξ t̄ξ

n∑
k′=1

n∑
k′′=1

pξk′k′′vk′k′′ (27)

ただし，ここでは，各 ODペアについて利用経路が外
生的に与えられているものとし，交通量配分問題は扱
わない．式 (27)のリンクコスト関数の下で，式 (7)に
対応する最適性条件は

∂Ui

∂vij
= gij

(
α − vij + θ

n∑
l=1

gjlvjl

)
− pf

−τij(v) −
n∑

k=1

vik · ∂τik(v)
∂vij

= gij

(
α − vij + θ

n∑
l=1

gjlvjl

)
− pf

−τij(v) −
n∑

k=1

vik

Ξ∑
ξ=a

pξ
ik t̄ξp

ξ
ij ≤ 0 (28)

と表すことができる，gij = 1であるような i, j の組に
ついて，均衡として達成される対面コミュニケーション

需要は

v∗
ij = α − pf + θ

n∑
l=1

gjlvjl

− τij(v) −
n∑

k=1

vik

Ξ∑
ξ=a

pξ
ik t̄ξp

ξ
ij (29)

と表すことができる（式 (9)と対応）．これを行列形式
で表すと

(α − pf )1 − (Λ + Λ′)v − v + θĜv = 0 (30)

となり，vについて解くと内生的な Nash均衡解 v∗ が
得られる．

v∗ =
[
Λ + Λ′ − I + θĜ

]−1

(α − pf )1 (31)

ただし，正方行列 Λ = [λij,kl] (∀i, j, k, l = 1, ..., n)は
Λ = PT TP により定義され，Λ′ = [λ′

ij,kl] の成分は
λij,kl を用いて次式により定める．

λ′
ij,kl =

λij,kl (ifj = k)

0 (otherwise)
(32)

また，混雑均衡における効用水準は

U∗
i (v∗

ik, g) = y +
1
2

n∑
k=1

gikv∗2
ik

+
n∑

k=1

v∗
ik

Ξ∑
ξ=a

pikξ t̄ξ

n∑
k′=1

pξik′v∗
ik′ (33)

と表され，式 (15)と同様に，主体 iの効用水準を i自
身のコミュニケーション需要のみによって表現すること
ができる．なお，拡張モデルにおける解の一意性・安定
性の確認は，基本モデルと同じ手順に従えばよい．ま
た，非負性が満足されない場合は，非負制約を明示的
に考慮した上で均衡問題を解く必要がある．

(2) 数値例 1-2：混雑外部性と交通ネットワーク構造
混雑を考慮した場合の均衡水準における交通-コミュ
ニケーション分布（本事例ではOD分布に相当）やリン
ク交通量，厚生を調べるために，前章の図–4, 5に示し
た社会的ネットワーク及び交通ネットワークTN1- TN3
に対して数値計算を行い，比較する．パラメータは，交
通リンクに関するパラメータを t̄ξ = 0.03 (∀ξ = a, ..., d)
とし，その他は数値例 1-1と同じ値を用いている．ここ
では，数値例 1-1のリンク交通費用と比較して最も交通
量の少ないリンク（TN1のリンク b, c）における費用
がほぼ 1倍，最も交通量の多いリンク（TN2のリンク
a）については費用が約 1.5倍になるように調整した．
表–1と表–3とを比較すると，主体間のコミュニケー
ション水準 vij , 効用水準 Ui, 社会厚生 SW のいずれに
ついても，コミュニケーション水準は低下しているも
のの，おおよその大小関係の傾向は一致している．表
–4は，社会的ネットワーク上で最も中心的で活発な交
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表–3 交通ネットワーク構造とコミュニケーション需要およ
び社会厚生（混雑あり）

TN 1 TN 2 TN 3

Vi Vi Vii j vij
( Ui )

vij
( Ui )

vij
( Ui )

2 1.23 1.22 1.26
3 1.23 4.33 0.94 4.65 1.26 5.051
4 0.94 (7.72) 1.24 (8.00) 1.26 (8.38)
5 0.94 1.25 1.26

1 1.35 1.38 1.45
3 0.97 3.53 1.23 3.57 0.97 3.392
4 0 (7.35) 0 (7.40) 0 (7.39)
5 1.22 0.95 0.97

1 1.35 1.12 1.45
2 0.97 3.53 1.25 3.07 0.97 3.393
4 1.22 (7.35) 0.69 (7.05) 0.97 (7.39)
5 0 0 0

1 1.12 1.41 1.45
2 0 2.86 0 3.12 0 3.394
3 1.27 (6.88) 0.72 (7.10) 0.97 (7.39)
5 0.48 0.99 0.97

1 1.12 1.39 1.45
2 1.27 2.86 0.96 3.31 0.97 3.395
3 0 (6.88) 0 (7.27) 0 (7.39)
4 0.48 0.95 0.97

V 17.12 17.72 18.62
(SW ) (36.17) (36.83) (37.96)

流活動を行っている主体 1の交流水準が，ネットワー
ク全体の交流量に対して占める割合（交流集積度）を
示したものである．表中の“ 1 → j”は主体 1自身が他
の主体を訪問する交流量 V1，“ j → 1”は他の主体が主
体 1を訪問する量 vj1 (j = 2, 3, 4, 5)の和を，前述の割
合で示している．混雑の存在は，主体 1への交流集積
度を増加させていることがわかる．このことは以下の
ような理由により説明できる．各主体は，混雑の発生
により増加した限界費用を上回るだけの限界効用をも
たらす中心的な主体との交流を優先的に選択するため
である．このように，交通ネットワークの構造は，主体
同士の地理的近接性及び交通混雑を規定し，コミュニ
ケーションと厚生の水準に大きく影響する．
以上の結果は，交通混雑を明示的に考慮した拡張モ

デルを用いた分析において，初めて明らかとなったも
のである．

(3) 数値例 2：社会的ネットワーク構造と均衡交流水準
前節では，社会的ネットワークが所与の下で交通ネッ

トワーク構造が相異なる 3つのケースについて，対面
コミュニケーションや厚生の水準を比較した．本節で
は，交通ネットワークが固定の下で社会的ネットワー
クの構造が変化した場合，対面コミュニケーション水
準や厚生がどのように変化するかについて，数値計算

表–4 主体 1への交流集積度

TN 1 TN 2 TN 3

1 → j 0.248 0.251 0.254
混雑なし j → 1 0.285 0.290 0.295

計 0.533 0.541 0.549

1 → j 0.253 0.263 0.271
混雑あり j → 1 0.287 0.300 0.311

計 0.540 0.562 0.582

b’! b! a’! a!

"#!
$%1!$%2!

1!
2!

3!
5! 4!

B’!
B!

A’!
A!

図–6 交通ネットワーク

1!

2!

3!5!
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!"#$#####################!"#$%&!
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図–7 社会的ネットワーク SN 2 - SN 2-3

により調べる．具体的には，図–6に示すように 5主体
が 3地域（都市及び地方 1, 2）に立地している状況を
考える．都市には主体 1, 2, 3，地方 1に主体 4，地方
2に主体 5が立地しており，都市と地方 1，地方 1と地
方 2がそれぞれ有向な交通リンク a · a′, b · b′ で結ばれ
ている．都市内には 3主体それぞれの立地点と有向交
通リンク A ·A′, B ·B′からなる交通ネットワークが存
在する．ここで，都市内の交通にのみ混雑が発生する
ものとする．
社会的ネットワークの設定を図–7に示す．社会的ネッ
トワークにおいて，SN 2-1は都市内，SN 2-2は都市と
地方，SN 2-3は地方と地方の主体同士で新たにリンク
がつながることによる社会的ネットワークの成長を表し
ている．SN 2の社会的ネットワーク構造が SN 2-1, SN
2-2, SN 2-3のそれぞれに変化した場合について，対面
コミュニケーション需要，リンク交通量および社会厚
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表–5 社会的ネットワーク構造とコミュニケーション需要お
よび社会厚生 (1)

SN 2 SN 2-1

Vi Vii j vij
( Ui )

vij
( Ui )

2 1.10 1.18
3 1.10 4.33 1.18 4.501
4 1.12 (7.84) 1.12 (8.16)
5 1.00 1.01

1 1.49 1.43
3 0 1.49 0.95 2.382
4 0 (6.32) 0 (7.13)
5 0 0

1 1.49 1.43
2 0 1.49 0.95 2.383
4 0 (6.32) 0 (7.13)
5 0 0

1 1.54 1.56
2 0 1.54 0 1.564
3 0 (6.32) 0 (6.35)
5 0 0

1 1.44 1.46
2 0 1.44 0 1.465
3 0 (6.28) 0 (6.32)
4 0 0

V 10.29 12.29
(SW ) (33.08) (35.10)

生を比較する．交通リンクに関するパラメータは，地
域間交通リンク a, a′, b, b′ については tξ = 0.1，都市内
交通リンク A, A′, B, B′については tξ = 0.05とし，残
りのパラメータは数値例 1-1におけるものと同じ値を
用いた．

SN 2から SN 2-1, 2-2, 2-3への変化を社会的ネット
ワークの成長と見ると，これに伴っていずれのケースに
おいても社会全体での対面コミュニケーションが活発
化し，厚生も改善することが表–5, 6より確認できる．
本数値例では，都市内における社会的ネットワーク

の密度が上昇した場合（SN 2-1のケース），都市内の
厚生水準が高まり，都市のもたらす厚生が地方の水準
を上回る．その一方で，混雑のもたらす不経済により，
社会厚生は他のケースよりも低くなっている．またこ
の数値例は，地方と都市あるいは地方と地方の社会的
なつながりをより密にすることが，地方の魅力が都市
のそれを上回り，ひいては社会全体の厚生の改善につ
ながる可能性を示唆している．ただし，より詳細に分析
する上では，主体の立地選択行動や社会的ネットワー
クの形成過程も明示的に考慮する必要がある．
なお，地域間交通に関しては，都市への上り方向の

交通量（交通リンク a, b）が下りの交通量（交通リンク
a′, b′）よりも多くなっており（表–7参照），実現象に
対応した結果と言える．

表–6 社会的ネットワーク構造とコミュニケーション需要お
よび社会厚生 (2)

SN 2-2 SN 2-3

Vi Vii j vij
( Ui )

vij
( Ui )

2 1.19 1.11
3 1.11 4.60 1.11 4.771
4 1.29 (8.25) 1.33 (8.40)
5 1.01 1.21

1 1.43 1.55
3 0 2.48 0 1.552
4 1.04 (7.23) 0 (6.42)
5 0 0

1 1.53 1.55
2 0 1.53 0 1.553
4 0 (6.38) 0 (6.42)
5 0 0

1 1.58 1.60
2 1.09 2.67 0 2.924
3 0 (7.24) 0 (7.40)
5 0 1.31

1 1.48 1.50
2 0 1.48 0 2.835
3 0 (6.35) 0 (7.38)
4 0 1.33

V 12.75 13.62
(SW ) (35.44) (36.03)

表–7 社会的ネットワーク構造とリンク交通量 vξ

ξ SN 2 SN 2-1 SN 2-2 SN 2-3

A 1.10 2.14 2.28 1.11
B 1.10 2.14 1.11 1.11都市内
A′ 1.49 2.38 2.48 1.55

交通 B′ 1.49 2.38 1.53 1.55
PB′

ξ=A vξ 5.19 9.03 7.39 5.32

a 2.13 2.13 3.34 2.54
b 1.01 1.01 1.01 2.52都市間
a′ 2.98 3.03 4.15 3.11

交通 b′ 1.44 1.46 1.48 2.83
Pb′

ξ=a vξ 7.55 7.64 9.99 11.02
P

ξ vξ 12.74 16.67 14.04 13.79

5. 社会的最適と政策分析

(1) 最適交通・コミュニケーション需要

前章で導出した均衡需要 v∗
ijおよび効用U∗

i について，
効率性の観点から分析を加える．社会厚生 SW を最大
化することに関心を置くため，以下の最適化問題を解
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くことになる．

max
vij(∀i,j∈N)

SW

= max
vij(∀i,j∈N)

n∑
i=1

Ui

= max
vij(∀i,j∈N)

{
n∑

i=1

[
y −

n∑
k=1

pfvik −
n∑

k=1

vik · τik(v)

+α

n∑
k=1

gikvik − 1
2

n∑
k=1

gikv2
ik

+θ
n∑

k=1

gikvik

n∑
l=1

gklvkl

]}

1階条件より，任意の ij のペアについて

gij

{
α − vij + θ

( n∑
l=1

gjlvjl +
n∑

k=1

gkivki

)}
− pf − 2τij(v) = 0

が満たされている必要がある．これより，gij = 1であ
るようなすべての ij のペアについて，

vO
ij = α−pf +θ

( n∑
l=1

gjlvjl+
n∑

k=1

gkivki

)
−2τij(v) (34)

が成立する．式 (29)と比較すると，最適なコミュニケー
ション需要 vO

ij と均衡需要 v∗
ij との関係は

vO
ij = v∗

ij + θ

n∑
k=1

gkivki −
Ξ∑

ξ=a

pξ
ij t̄ξ

n∑
k′,k′ 6=i

n∑
k′′

pξ
k′k′′vk′k′′

(35)
であり，Nash均衡におけるコミュニケーション水準が
非効率的であることがわかる．次節では，均衡需要 v∗

ij

を最適水準に近付けるための混雑税政策及び補助金政
策を考える．

(2) 最善料金政策

最適な水準のコミュニケーション需要を達成するた
めに，iが交通リンク ξを通過する単位あたりの交通量
に対して混雑税：

dO
ξ = pξ

ik t̄ξ

n∑
k′,k′ 6=i

n∑
k′′=1

pξ
k′k′′vk′k′′ (36)

を課し，同時に iから jへの単位あたりのコミュニケー
ションに対して補助金：

sO
ij = θ

n∑
k=1

gkivki (37)

を与える政策を考える．この補助金政策の下で各主体
が最大化する効用 Ui は

Ui = y − pf

n∑
k=1

vik −
n∑

k=1

vik · τik(v) −
n∑

k=1

Ξ∑
ξ=a

vik · dO
ξ

+(α + sO
ik)

n∑
k=1

gikvik − 1
2

n∑
k=1

gikv2
ik

+θ
n∑

k=1

gikvik

n∑
l=1

gklvkl

= y − pf

n∑
k=1

vik −
n∑

k=1

vik · τik(v)

−
n∑

k=1

Ξ∑
ξ=a

vik · pξ
ik t̄ξ

n∑
k′,k′ 6=i

n∑
k′′=1

pξ
k′k′′vk′k′′

+α

n∑
k=1

gikvik − 1
2

n∑
k=1

gikv2
ik

+θ
n∑

k=1

gikvik

( n∑
l=1

gklvkl +
n∑

k=1

gkivki

)
と表される．ここで，右辺 2行目と 4行目最終項は，混
雑税・補助金の政策の実施によって，本来外部効果で
あったものが内部化されていることを表している．混
雑税政策及び補助金政策を同時に適用した下での均衡
コミュニケーション需要は，

vO =
[
2Λ + I − θ(Ĝ + ĜT )

]−1(α − pf )1

となる．このとき，主体 iの効用 UO
i は

UO
i = y +

1
2

n∑
j=1

gijv
O2
ij

+
n∑

j=1

vO
ij

Ξ∑
ξ=a

pξ
ij t̄ξ

n∑
k′

pξ
ik′v

O
ik′

と表せ，式 (33)と対応する．以上の結果は下のように
要約される．
　

命題 4

Nash 均衡におけるコミュニケーション需要 v∗
ij

は，社会的最適水準と比較して非効率的である．交
通リンク ξ を利用する単位あたりの交通に dO

ξ =
pξ

ik t̄ξ
∑n

k′,k′ 6=i

∑n
k′′=1 pξ

k′k′′vk′k′′ の混雑税を課し，主体
iから j への単位あたりのコミュニケーションに sO

ij =
θ
∑n

k=1 gkivkiに等しい補助金を与えれば，混雑税・補
助金政策下での均衡状態として社会的最適状態が達成
される．

(3) 数値例 3：最善政策と政策代替案
図–4の社会的ネットワークおよび図–5の交通ネット
ワーク（TN 1）の下で，2種類の外部性を内部化する
シナリオについて検討する．2 種類の外部性とは，交
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表–8 コミュニケーション需要および社会厚生（均衡・最適）
Nash均衡 社会的最適

P

j v∗
ij

P

j vO
iji j v∗

ij
( U∗

i )
vO

ij
( UO

i )

2 1.11 1.73
3 1.11 3.94 1.73 5.881
4 0.86 (7.25) 1.21 (10.1)
5 0.86 1.21

1 1.20 1.73
3 0.88 3.19 1.05 4.292
4 0 (6.91) 0 (8.51)
5 1.12 1.50

1 1.20 1.73
2 0.88 3.19 1.05 4.293
4 1.12 (6.91) 1.50 (8.51)
5 0 0

1 0.99 1.21
2 0 2.58 0 2.744
3 1.15 (6.52) 1.50 (7.14)
5 0.45 0.025

1 0.99 1.21
2 1.15 2.58 1.50 2.745
3 0 (6.52) 0 (7.14)
4 0.45 0.025

V =
P

i Vi 15.48 19.94
(
P

Ui) (34.11) (41.37)

total tax 0 3.87
total subsidy 0 10.37

SW 34.11 34.87

通混雑（負の外部性）およびコミュニケーションにお
ける戦略的補完性（正の外部性）を指し，前者のみを
内部化するシナリオを (1)，後者のみ内部化するものを
(2)とする．Nash均衡水準，社会的最適水準における
コミュニケーション需要及び社会厚生を表–8に，シナ
リオ (1), (2)下でのこれらの結果を表–9に示す．表–8,
9には，各シナリオにおける税収及び補助金支出をあ
わせて示しており，社会厚生はそれらを含んだ値であ
る．用いたパラメータの値は，y = 5, α = 1, pf = 0.01,

θ = 0.12, t̄ξ = 0.03 (∀ξ = a, ..., d)である．

この数値計算結果より，シナリオ (1), (2)のいずれの
場合においても社会厚生が Nash均衡水準よりも低減
していることが確認できる．すなわち，交通市場やコ
ミュニケーションの市場の一方にのみ着目し，その市
場における外部性のみを内部化する政策は，かえって
厚生を改悪する可能性があることが示唆される（ただ
し，これは複数の外部性が存在する場合に一般的に起
こり得ることであり，ネットワークを明示的に扱った
本研究に特有の結果ではない）．

表–8の均衡と社会的最適を比較することにより，よ
り活発なコミュニケーションを行うことが望ましいと
いえる．さらに表–10より，交流活動の集積度を高め
ることによる高度な知識の蓄積とコミュニケーション

表–9 コミュニケーション需要および社会厚生（代替シナリオ）
シナリオ (1) シナリオ (2)

P

j v
(1)
ij

P

j v
(2)
iji j v

(1)
ij

( U
(1)
i )

v
(2)
ij

( U
(2)
i )

2 1.01 2.05
3 1.01 3.39 2.05 7.291
4 0.69 (6.69) 1.60 (12.70)
5 0.69 1.60

1 1.08 2.05
3 0.69 2.78 1.43 5.272
4 0 (6.46) 0 (10.24)
5 1.01 1.79

1 1.08 2.05
2 0.69 2.78 1.43 5.273
4 1.01 (6.46) 1.79 (10.24)
5 0 0

1 0.85 1.58
2 0 2.07 0 3.904
3 1.09 (6.12) 1.74 (8.56)
5 0.14 0.57

1 0.85 1.58
2 1.09 2.07 1.74 3.905
3 0 (6.12) 0 (8.56)
4 0.14 0.57

V =
P

i Vi 13.08 25.63
(
P

Ui) (31.85) (50.29)

total tax 1.79 0
total subsidy 0 16.66

SW 33.64 33.63

表–10 主体 1への交流集積度

均衡 (1) (2) 社会的最適
1 → j 0.255 0.259 0.285 0.295

j → 1 0.282 0.294 0.284 0.295

計 0.537 0.554 0.568 0.590

を通じたスピルオーバー効果が，社会の厚生を引き上
げる可能性が示唆される．
なお，コミュニケーション行動に直接補助金を与え
るという政策は，現実では実施困難であるため，交通
リンクへの課税／補助金等の次善政策について検討す
る必要がある．

6. おわりに

本研究では，Helsley & Zenou の社会的ネットワー
クと都市への訪問行動を関連づけた枠組を拡張し，多
地点から構成される交通ネットワークを明示的に扱え
る理論モデルを構築した．混雑を考慮したモデルへと
拡張した上で，均衡解及び社会的最適解を導出し，最
善な社会を実現するための方法として税・補助金政策
を検討した．数値事例を通じて，1. 混雑の存在が中心
的な主体への交流集積度を高めること，2. 知識の高度
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な集積を図り，その上で活発なコミュニケーションに
よるスピルオーバー効果を促す政策が望ましいことを
明らかにした．
最後に，本論文のモデルには，以下のような拡張の

方向性が考えられる．1つは，主体の立地選択行動を考
慮したモデルへの拡張である．長期的な時間スケール
において，社会的ネットワーク及び交通ネットワーク
が都市・地域の空間構造にどのような影響を及ぼすか
を明らかにすることができる．いま 1つは,社会的ネッ
トワークにおけるリンク形成の意思決定を内生化した
モデルへの拡張であり，交通ネットワークの位相幾何
学的構造が社会的ネットワークの形成や都市社会にお
ける相互交流の水準に及ぼす影響について検討する必
要がある．また，上記 2つの分析を並行して行うこと
により，都市・地域の空間構造と社会的ネットワーク形
成との間にある循環的因果関係についても考察するこ
とが可能となる．以上で述べた拡張の可能性を含め本
研究で提案した枠組みは，知識社会における交通ネッ
トワーク形成および交通政策のあり方を検討する際の
理論的基礎を提示し，またそこから得られる知見は今
後の国土計画ならびに交通計画におけるひとつの指針
となることが期待される．
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付録 I. 代替的な定式化

コミュニケーション，とりわけ対面型交流において
相手の存在は非常に重要な要素であり，“相互”に行う
行為である以上，主体 i自身から相手を訪問して実現
するコミュニケーションのみならず，相手が自分を訪
問したことで達成されるコミュニケーションから得ら
れる便益および同時に発生する機会費用も考慮される
べきである．式 (2), (4)を以下のように修正すれば，こ
れを考慮したモデリングとなる．

ui = α

n∑
k=1

gik(vik + vki) −
1
2

n∑
k=1

gik(vik + vki)2

+ θ
n∑

k=1

gik(vik + vki)
n∑

l=1

gklvkl (38)

yi = zi + pf

n∑
k=1

(vik + vki) +
n∑

k=1

vik · τik (39)

これらの効用関数に基づいて達成される均衡需要は，式
(12)における Iを I + Fに置き換えることによって得
られる．

v∗ = [I + F − θĜ]−1 · {(α − pf )1 − τ}

ただし，行列 F = [fij,kl] の成分は次のように定義さ
れる．

fij,kl =

gij (if i = l and j = k)

0 (otherwise)

付録 II. Bonacich中心性28)

ネットワーク分析において，ノード（点）の中心性
や重要性を表す様々な指標が存在する．Bonacich中心
性は，ノードの中心性を当該ノードから発するすべて
のパス（経路）の距離に応じた加重和によって表した
指標であり2)，最近になってネットワーク・ゲーム理論
の枠組みにおいて非常に有用であることが示されてい
る15)．n次隣接行列Gを k乗（kは自然数）すること
によって得られる行列 Gk はネットワーク中のノード
間の間接的なつながりを再現する．Gk の要素 g

[k]
ij ≥ 0

は，ネットワーク gにおいて iから jへのパスの中で長
さが k(≥ 1)であるものの数を表す．また，G0 = I で
ある (Iは単位行列)．あるスカラー θ > 0とネットワー
ク gが与えられたとき，θが十分に小さければ，次のよ
うな行列Mが定義できる．

M(g, θ) = [I − θG]−1 =
+∞∑
k=0

θkGk

θ は，長いパスの相対的な重みを減衰させるように作
用するパラメータである．非負行列 M(g, θ) の成分
mij(g, θ) =

∑+∞
k=0 θkg

[k]
ij は，ネットワーク g における

iから j へのパスで長さが k であるものの数を，θk で
重みづけして足し合わせたものである．なお，行列級
数

∑+∞
k=0 θkGk は，

|G| < r = lim inf
k→∞

|θk|−1/k =
1
θ

のとき，またこのときに限り収束する．ここで，rは収
束半径，|G|は行列Gのノルムである. このノルムは一
般にGのスペクトル半径と呼ばれ，ρ(G) = maxι |λι|
で表される（λιはGの固有値）．すなわち，θρ(G) < 1
であれば前述の行列級数が収束し，行列M が定義で
きる．

定義 1 (Bonacich中心性) 　
ネットワーク g，n次隣接行列Gおよび定数 θを考
える．これらを用いて非負行列M(g, θ) = [I − θG]−1

が定義できるとき，ネットワーク g におけるパラメー
タ θに対する Bonacich中心性ベクトル b(g, θ)は

b(g, θ) = [I − θG]−11 (40)

で与えられる．また，ノード iの Bonacich中心性は行
列Mの第 i行成分の和

bi(g, θ) =
n∑

j=1

mij =
n∑

j=1

+∞∑
k=0

θkg
[k]
ij (41)
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によって表される．

付録 III. 均衡解の安定性解析

Nash均衡解 (12)の安定性を確認するために，以下
の勾配系の調整ダイナミクス：

∂vij(t)
∂t

=
∂Ui(v∗(t))

∂vij(t)
(∀i, j| gij = 1) (42)

を導入する（例えば，Corchón & Mas-Colell29)）．均
衡の周りで線形近似を行えば，

∂vij(t)
∂t

=
n∑

k=1

n∑
l=1

∂2Ui

∂vij∂vkl

(
vkl(t) − v∗

kl

)
=

−1 (if i = k, j = l)

θĝij,kl (otherwise)
(43)

となり，調整ダイナミクスの Jacobi行列を θĜ − Iと
表すことができる．ただし，Iは Ĝと同次元の単位行
列である．このとき，θĜ − I の固有値が全て負（複
素数の場合は，実部が負）であれば，均衡解 (12)は安
定であるといえる．ここで，隣接行列 Ĝ の固有値を
λ̂ι (ι = 1, 2, · · · ) と表せば，安定性条件は Ĝ の全て
の固有値について θλ̂ι < 1が成立することである．な
お，この条件は付録 II で示した行列級数の収束条件
θρ(Ĝ) < 1を満足する範囲で常に成立する．

付録 IV. 間接効用（式 (15)）の導出

式 (7)より，gij = 1を満たすすべての ij について

θgij

n∑
l=1

(gjlvjl) = −(α − vij)gij + pf + τij

が得られる．両辺に vijをかけ，jに関して総和をとると

θ
n∑

j=1

gijvij

n∑
l=1

(gjlvjl) = −α
n∑

j=1

gijvij +
n∑

j=1

gijv
2
ij

+
n∑

j=1

(pf + τij)vij

となり，これを効用関数に式 (2), (4)とともに代入する
と，式 (15)を得る．

付録V. 地理的環境に対応する行列

パス・リンクインシデンス行列Rは，主体の立地点
とは無関係に，交通ネットワークそのものをグラフ化
したものである．各行が地点の組合せ (h, h′) (h, h′ =
1, 2, ..., m)に，各列がリンク ξ (ξ = a, b, ...Ξ)に対応す
る．図–1のケースの場合，地点 1-2をリンク a，地点
2-3をリンク bがそれぞれ結んでおり，地点 1, 3間に直

接のリンクは存在しないため，次のような行列となる．

R =



0 0
1 0
1 1
1 0
0 0
0 1
1 1
0 1
0 0


(44)

また，交通リンク a, bを利用する際に要する単位当た
りの交通費用をそれぞれ ta, tbとすると，tはこれらを
成分にもつ列ベクトルとなる．
交通ネットワーク上の地点と主体の立地とを合わせた，
地理的環境に対応する行列Xは次のようになる．第 i行
が主体 iに対応しており（i = 1, 2, 3），その行の中で要
素が 1である列hが主体 iの立地点である（h = 1, 2, 3）．

X =

 1 0 0
0 1 0
0 0 1

 (45)

地理的環境を表す行列Xを用いて，2主体とその立地
点の対応関係を行列Lとして表すことができる．各行が
社会的ネットワーク上でリンクをもつ 2主体の組 (i, j)，
各列が交通ネットワーク上の異なる 2地点の組 (h, h′)
に対応する．例えば社会的ネットワーク上でリンクを
もつ 2主体の組 (1, 3)に対しては，Xより x̃1

1 = x̃3
3 = 1

であるので，(1, 3)に対応する第 2行では l1·313 = 1，同
じ行のその他の列の要素は 0となる．

L =


0 1 0 0 0 0 0 0 0
0 0 1 0 0 0 0 0 0
0 0 0 1 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 1 0 0

 (46)

交通費用を表すベクトル τ = LRtは，以上の行列を
用いて計算される．

付録VI. 不等式 (20)の証明

g′ = 〈N ′, E′〉 (N ′ ⊇ N かつ E′ ⊃ E)の下での均衡
コミュニケーション需要 v∗

ij(xi,x−i, g
′)を以下のように

分解する．ただし，N ′ = {1, 2, · · · , n′}である．

v∗
ij(xi,x−i, g

′) =
n∑

k=1

n∑
l=1

+∞∑
γ=0

θγ ĝ′
[γ]

ij,kl · αkl

+
n′∑

k=n+1

n∑
l=1

+∞∑
γ=0

θγ ĝ′
[γ]

ij,kl ·αkl+
n∑

k=1

n′∑
l=n+1

+∞∑
γ=0

θγ ĝ′
[γ]

ij,kl · αkl

+
n′∑

k=n+1

n′∑
l=n+1

+∞∑
γ=0

θγ ĝ′
[γ]

ij,kl · αkl
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N ′ = N かつ E′ ⊃ E のとき，右辺第 2-4項はいずれ
もゼロとなる．第 1項においては，ĝ′ij,kl > ĝij,klより，
任意の γについて ĝ′

[γ]

ij,kl > ĝ
[γ]
ij,klが成立し，v∗

ij(x, g)よ
り大きくなる．一方，N ′ ⊃ N かつE′ ⊃ Eのとき，右
辺第 1項は v∗

ij(x, g)に等しいかこれより大きく，第 2,
3項は正，第 4項はゼロか正の値をとる．したがって，
不等式 (20)が成立する．
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